
概

より訪問販売が減少し

施

たことやインターネッ

策

ト普
■ 計画どおり 

名

  
令和　３年度 及に

生

より消費者が市民生活

活

相談センターに相談す

安

ることなく問題を完結

全

しているため、相談件

・

数が減少したと考
□ 

消

遅延        

費

 
の評価 えられる。「

生

くらしの情報みしま」

活

については、計画どお

基

り発行し、消費者トラ

本

ブルの情報を提供した

目

。
□ 進展なし   

標

  

■ 維持　□ 拡

安

大 市民生活相談センタ

全

ーの周知をホームペー

・

ジや広報みしま等で行

安

い、「くらしの情報み

心

しま」を発行し、最新

に

の
事業区分 □ 自治事

暮

務   □ 法定受託

ら

   □ その他
今後

せ

の方向性 □ 縮小　□

る

 改善 消費者トラブル

ま

について情報提供する

ち

ことにより消費者トラ

要

ブルの防止を啓発して

施

いく。
（改善措置等）

策

□ 休止　□ 終了
計

の

画対象 □ 実施計画査

目

定対象  □ 行政改

的

革対象 
□ 廃止　　

交

　　 

※決算額につい

通

ては、端数処理により

事

、他資料の決算額と差

故

異が生じている場合も

や

あります。

犯罪を減らし、自ら学

N

び

o. 事務事業名 活動内

行

容 コスト（事業費：千

動

円）

消費者教育推進事

す

業 令和　２年度 令和　

る

３年度 令和　３年度 令

消

和　４年度 令和　２年

費

度 令和　３年度 令和　

者

３年度 令和　４年度
活

を

動指標名 単位
実績 計画

育

実績 計画 決算 当初予算

成

決算 当初予算
全体事業

す

概要
①

消費生活出前講

る

座開催回 回 6 7 7
第2

こ

次三島市消費者教育推

と

進計画に基づき、消費

で

者の 数
年代や特性に応

、

じた消費者教育や消費

安

者トラブル未然 0 20

全

1 45 188
防止の啓

で

発を推進する。人や社

安

会、地球環境等に配慮

心

②
消費生活出前授業開

し

催回 回 4 10 5
した消

て

費行動であるエシカル

暮

消費の普及促進を図る

ら

。 数

令和　５年度の優

せ

先度

③
商品などを選択

る

する際に % 79 69.

ま

5 81
2 、社会貢献に

ち

つながるも 　□ Ａ　

を

　　 □ Ｂ　　　 

つ

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

く

　
のを意識する人の割

る

合
消費生活出前講座・

こ

出前授業においては、

と

計画を達成することが

。

できた。商品などを選

施

択する際に、社会貢献

策

に
■ 計画どおり  

の

 
令和　３年度 つなが

方

るもの（エシカル消費

向

）を意識する人の割合

消

については、計画を1

費

0％近く下回る結果と

生

なった。
□ 遅延  

活

       
の評価

の

□ 進展なし    

支

 

■ 維持　□ 拡大

援

消費生活出前講座及び

「

消費生活出前授業の周

く

知を行い、消費者教育

ら

を推進する。また、エ

し

シカル消費について周

の

事業区分 □ 自治事務

情

   □ 法定受託 

報

  □ その他
今後の

み

方向性 □ 縮小　□ 

し

改善 知し、商品などを

ま

選択する際に社会貢献

」

につながるものを意識

の

する人の割合を高めて

発

いく。
（改善措置等）

行

□ 休止　□ 終了
計

や

画対象 □ 実施計画査

消

定対象  □ 行政改

費

革対象 
□ 廃止　　

生

　　 

活出前講座及び消費生活出前授業を計画どおりに行い、消費者トラブルの対策等の消費者教育及び啓発を行った。消費生活相談
■ 計画どおり   

令和　３年度 については、新型コロナウイルス感染症の影響やインターネットの普及によって、相談件数が減少したものと考えられる。商品などを選択する際に、社会貢献につなが
□ 遅延         

の評価 るもの（エシカル消費）を意識する人の割合についても、計画を下回る結果となった。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 消費生活相談センターや消費生活講座及び消費生活出前講座の周知を行い、消費者教育を推進していく。また、エシカル消費についてホームページ等で周知を行い、普

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

1

及を促進する。

（改善

頁

措置等） □ 縮小　　

令

　　 

□ 改善　　　

和

　 

 3年度　　事務事業

No. 事

評

務事業名 活動内容 コス

価

ト（事業費：千円）

消

表

費生活相談事業 令和　

（

２年度 令和　３年度 令

個

和　３年度 令和　４年

票

度 令和　２年度 令和　

）

３年度 令和　３年度 令

課

和　４年度
活動指標名

名

単位
実績 計画 実績 計画

企

決算 当初予算 決算 当初

画

予算
全体事業概要

①
消

戦

費生活相談相談件数 件

略

522 397 509
消

部

費者トラブルが複雑化

広

・多様化しているため

聴

、商品
・役務提供から

文

生じる消費者被害の未

書

然防止や消費者 0 5,

課

271 5,208 5,

作

296
被害の救済を行

成

う。トラブルに遭った

日

ときに相談でき
②

「く

令

らしの情報みしま」 回

和

4 4 4
る窓口として消

　

費生活センターの認知

４

度の向上に努め の発行

年

回数
る。 令和　５年度

　

の優先度

③1 　□ Ａ

８

　　　 □ Ｂ　　　

月

 □ Ｃ　　　 □ 

　

Ｄ　

消費生活相談にお

５

いては、新型コロナウ

日

イルス感染症の影響に


